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１ 進捗管理

市では、令和２年３月にあいとぴあレインボープラン（狛

江市第４次地域福祉計画）（以下「地域福祉計画」という。）

を見直しし、「みんなで支え合いともに暮らすまち～あいと

ぴあ狛江～」を基本理念とし、この基本理念を踏まえた３つ

の基本目標を設定いたしました。

そこで、地域福祉計画の実効性を担保し着実な進展を図る

ため、前年度の取組状況について、狛江市福祉基本条例第 26

条第１項の規定により設置された狛江市市民福祉推進委員

会で、地域福祉計画の進捗状況の把握や評価を行うこととし

ます。

市では、令和４年４月に狛江市第１次重層的支援体制整備

事業実施計画（以下「重層実施計画」という。）を策定いたし

ました。

重層実施計画は、地域福祉計画の下位計画であり、地域福

祉計画に位置付けられた重層的支援体制整備事業の具体的

な事業実施内容を定めるものであることから市民福祉推進

委員会において、地域福祉計画全体の進捗を確認・評価する

際に、一体的に確認・評価を行い、必要に応じて計画内容の

見直しを行います。

２ 本報告書の構成

（１）進捗管理シート

市職員が計画に位置付けられた施策及び事業を着実に実施

するとともに、当該年度における実施状況及び課題を市民に

分かりやすく説明するため、重点施策に係る事業のうち新規

及び拡充し実施する事業について、当該年度に実施したこと

を「Do（実行）」の欄に、当該事業の実施結果を踏まえた重点

施策の評価を３（２）で示す基準に従い「Check（評価）」の

欄に、（２）で記載した課題を踏まえた当該事業の改善点を

「Act（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）」の欄

に記載します。

（２）委員会からの意見シート

（１）の進捗管理シートを踏まえて、狛江市市民福祉推進

委員会からいただいたご意見を「委員会からの意見」の欄に

記載し、次年度の施策の実施に反映させてまいります。

３ 進捗評価の方法

平成 26 年７月に、市が策定している計画の評価基準を４段

階に統一し、取組の強化を図るべき評価の目安が示されたこと

を踏まえ、狛江市市民福祉推進委員会での議論、検討を行い、

下記のとおりの評価基準とします。

（１）評価方法

施策の方向性ごとに４段階で評価します。
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（２）評価基準

具体的な施策の評価方法は次のとおりです。

【例】 施策１に係る４つの事業の令和４（2022）年度の年次目標の達成状況が次のとおりであった場合

この場合、事業ａから事業ｄまでの令和４（2022）年度の達成率は２/４で 50％となりますので、評価はＢとなります。

評価基準 評価指標

Ａ
当該施策に係る事業の当該年度までの年次目標の70％以上を達成できた

（進捗している）

Ｂ
当該施策に係る事業の当該年度までの年次目標の40％以上70％未満を達成できた

（現状維持）

Ｃ
当該施策に係る事業の当該年度までの年次目標の20％以上40％未満を達成できた

（あまり進捗していない）

Ｄ
当該施策に係る事業の当該年度までの年次目標の０％以上20％未満を達成できた

（全く進捗していない）

令和４年度の年次目標の達成状況

施策１ 事業 a 達成

事業ｂ 未達成

事業ｃ 未達成

事業ｄ 達成
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４ 進捗評価の流れ

令和４年度の地域福祉計画の進捗管理は、次表のとおり市民福祉推進委員会において進捗評価を審議し、確定いたしました。

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

庁議

担当課による自己評価 報告書（案）を審議 報告書(案)を確定

報告書

を報告

報告書を

HPに公開

市民福祉推進

委員会②

市民福祉推進

委員会①
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第１章 進捗管理シート
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基本

目標

施策 地域福祉計画：Plan

（主な事業内容（令和４年度） 担当課
頁

頁

指標

指標

指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）大 小

１ 多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり

(1) 新しい包括的な相談支援・サービス提供システムの構築

① 【拡充】複雑化・複合化した課題に対応できる包括的な切れ目のない相談支援

体制の整備を進めます。
Ｃ

ａ

重層的支援体制整備事

業の実施に向けて、分

野を超えて地域生活課

題について総合的に相

談に応じ、関係機関と

連携して複雑化・複合

化した課題を解決する

ための包括的相談支援

体制を整備します。

福

58

126

220

-

狛江市第１次重層的支援

体制整備事業実施計画を

策定し、重層的支援体制

整備事業を実施した。（詳

細は「２ 重層実施計

画」（Ｐ24）を参照）

重層的支援体制整備事業

実施の実施に向け、福祉サ

ービスの提供体制の確保等

に関する市の責務、包括的支

援体制の整備等の改正をし

た福祉基本条例を施行した。

市民の複雑化・複合化した支

援ニーズに対応する包括的支

援体制の構築を進める。
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基本

目標

施策 地域福祉計画：Plan

（主な事業内容（令和４年度） 担当課
頁

頁

指標

指標

指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）大 小

１ 多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり

(2) 新しい支援体制を支える環境整備

① 【拡充】複雑化・複合化した課題に対応できる包括的な切れ目のない相談支援

体制の整備を進めます。
Ａ

ａ

福祉の担い手となる人

材を確保し、育成・養成

するための研修等を強

化します。

福

60

125

129

130

215

-

こまえくぼ 1234 で、市内の幼稚

園・保育園、小・中学校での体

験学習や見守りをするサポータ

ー（ボランティア）養成講座を

年２回開催し、ボランティアの

担い手の育成を図った。

新型コロナウイルス感染症が比較的

落ち着いてきたことに伴い、体験学

習のニーズが更に増加することが予

想される。ニーズに対応できるよ

う、福祉の担い手としてのボランテ

ィアについても、増やしていくこと

が必要である。

こまえくぼ 1234 で、視覚障がい

者を身近に感じてもらう「見えな

い人の世界を知ろう」という視覚

障がい者との交流体験を年３回

行った。また、「聞こえない人と

ZOOM でおしゃべりしてみよう」と

いう聴覚障がい者との交流体験

を年２回行った。

引き続き市民が気軽に参加

できる体験プログラムを開

催することで福祉の担い手

となる人材の確保に努める。
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1 福…福祉政策課
3 「担当課」欄に複数課が記載されている場合は、黒背景白字が「主担当」、白背景黒字が「主担当以外の関係部署」とする。複数課

を記載する場合の順序は、狛江市組織規則（平成 20年規則第３号）別表第１の順序とする。
5 「頁」欄の白背景黒字が「あいとぴあレインボープラン」の参照頁、黒背景白字が「第２期 こまえ子ども・若者応援プラン」の参

照頁とする。

基本

目標

施策 地域福祉計画：Plan

（主な事業内容（令和４年度） 担当課
頁

頁

指標

指標

指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）大 小

１ 多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり

(2) 新しい支援体制を支える環境整備

① 【拡充】福祉の担い手となる人材を確保し、育成・養成するための研修等を強化します。

ａ

福祉の担い手となる人

材を確保し、育成・養成

するための研修等を強

化します。

1福

60

125

129

130

215

-

受講者 19 人、修了者 17 人

新たなカリキュラム：①外国籍の方々へ

の支援・やさしい日本語の必要性、②Ｌ

ＧＢＴＱの方々への理解・地域住民とし

てできること。

講師：市民活動で活躍されている方や当

事者の方に依頼

最終日には、受講生が福祉カレッジを通

じて課題と考える事項について、その解

決のために地域で取り組めると考える企

画を発表、発表された企画は、市民活動

支援センター内や、ホームページ上で公

表し、講座修了後もその企画を実現する

ため、にコミュニティソーシャルワーカ

ー（以下「CSW」という。）が伴走支援を

実施。

福祉カレッジの修了者は、

既存の地域活動者やシニア

世代の参加が多く、新たな

地域活動者を発掘すること

が難しかった。

今後は現役世代の方や、多

様な関心を持った方も受講

しやすくするための工夫と

して、オンラインや選択性

プログラムを一部取り入れ

参加しやすい環境や興味を

持ってもらえるカリキュラ

ムの幅を増やしていく。
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2 福…福祉政策課
3 「担当課」欄に複数課が記載されている場合は、黒背景白字が「主担当」、白背景黒字が「主担当以外の関係部署」とする。複数課

を記載する場合の順序は、狛江市組織規則（平成 20年規則第３号）別表第１の順序とする。
5 「頁」欄の白背景黒字が「あいとぴあレインボープラン」の参照頁、黒背景白字が「第２期 こまえ子ども・若者応援プラン」の参

照頁とする。

基本

目標

施策 地域福祉計画：Plan

（主な事業内容（令和４年度） 担当課
頁

頁

指標

指標

指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）大 小

１ 多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり

(2) 新しい支援体制を支える環境整備

③ 【拡充】コーディネート人材を確保し、コーディネート機能の強化を図ります。 Ａ

ａ

生活支援コーディネータ

ー（以下「SC」という。）

を中心に地域資源を発掘

し、ネットワーク化を進

めるとともに、地域での

支え合い体制の構築を進

める CSWを配置して、地域

へ効果的な支援を行いま

す。日常生活圏域（３圏

域）ごとに、地域の課題を

持ち寄り、課題を共有し、

その解決に向けて動き出

す福祉のまちづくり委員

会の設置を検討します。

2福

61

127

135

221

-

【福祉のまちづくり委員会】

SC も参加し、地域課題の把握やそ

の解決に向けた仕組みづくりに

関わった。福祉カレッジ修了生が

委員の中心となっており、日常生

活圏域内の関係者ととも地域資

源の把握、課題検討に取り組んで

いる。

【福祉のまちづくり協議委員会】

開催回数：２回、委員構成：地域活

動関係者、教育関係者、福祉専門職、

協議事項：福祉のまちづくり委員会

の活動状況、取組の報告、地域アセ

スメントの実施方法等について協

議

【福祉のまちづくり委員会】

・委員会において地域課題の解決を検討するため

の個々の委員の知識習得

・地域の関係者とのネットワークを更なる構築

・委員以外の幅広い意見を収集する目的での定期

的な住民懇談会の実施

・CSW が各委員会を担当し、併せて委員会の統括

担当も配置し、偏りのない運用ができるよう努

める。

【福祉のまちづくり協議委員会】

・地域アセスメントを今後実施し、福祉のまちづ

くり委員会への情報提供等を行っていく。

・福祉のまちづくり委員会で解決することが難し

い課題について協議を行っていく。
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基本

目標

施策 地域福祉計画：Plan

（主な事業内容（令和４年度） 担当課
頁

頁

指標

指標

指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）大 小

１ 多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり

(2) 新しい支援体制を支える環境整備

③ 【拡充】コーディネート人材を確保し、コーディネート機能の強化を図ります。 Ａ

ａ

SC を中心に地域資源を

発掘し、ネットワーク

化を進めるとともに、

地域での支え合い体制

の構築を進める CSW を

配置して、地域へ効果

的な支援を行います。

日常生活圏域（３圏域）

ごとに、地域の課題を

持ち寄り、課題を共有

し、その解決に向けて

動き出す福祉のまちづ

くり委員会の設置を検

討します。

福

61

127

135

221

-

【CSW】市内３つの日常生活圏域に１人

ずつ CSW を配置、[地域づくり支援】①

SC と連携した高齢者の困りごとに取り

組むインフォーマルな資源のネットワー

クづくり、②学習塾講師による生活困窮

世帯向けの学習支援、③多摩川住宅向け

の広報紙の作成、④市民発案の障がい理

解プロジェクト立ち上げ、⑤市内で携帯

電話ショップを運営する企業の協力を得

て、店員によるスマートフォン相談と

CSW による生活相談を組み合わせた出張

相談会の開催、【相談支援】相談会を市

内各所を巡回する形で行い、これまで接

点のなかった住民へのアウトリーチを実

施、【SC】対面で情報交換会の実施、SC

が中心となった資源情報をまとめた情報

紙の発行。

地域支援を通じてカフェや学習塾、携帯電話

会社との連携を図ったが、地域資源の更なる

発掘のために、より多様な市内企業や店舗、

商工会等の組織と連携を図っていく。

また、まちづくり委員会以外でも、地域住民

の立場で地域課題の発見や支援等で協力し

ていただけるような人材の確保を図ってい

く。
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基本

目標

施策 地域福祉計画：Plan

（主な事業内容（令和４年度） 担当課
頁

頁

指標

指標

指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）大 小

２ ともに生きる豊かな地域づくり

(3) 市民主体による地域生活課題の解決力強化の支援

①
【拡充】地域づくりを進めるための人材育成と民間資源の確保の支援について

取り組みます。
Ａ

ａ

地域づくりにおける官

民協働を促進するため、

ソーシャル・ビジネスの

担い手となる人材を育

成するとともに、市民等

が主体的に地域生活課

題を解決するための財

源確保の手法としてク

ラウドファンディング

等の民間財源の確保に

向けた支援を引き続き

行います。

福 72 -

地域における新たな事業

の担い手創出のための支

援を実施した。

創業セミナー受講者 24

人、創業スクール全５講

座、14 人修了

今後も人材育成を進めてい

く。

こまえくぼ 1234 主催の子

どもの居場所情報交換会

に参加し、民間財団の補助

金制度などを市内活動団

体に情報提供する等、財源

確保支援を実施した。

今後も、子供の居場所情報交

換会等に参加し、各種民間財

源の調査や情報共有を市内活

動団体と行い、財源確保につ

いて情報提供に努める。

民間財源の確保に向けた

支援の検討を行った。

引き続き、クラウドファンデ

ィング等の民間財源の確保に

向けた支援を検討していく。
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３ 安心・安全に暮らせるまちづくり

(1) 防災・防犯体制の充実

① 【拡充】災害時の福祉避難所の円滑な運営体制を整備します。 Ｃ

Ｃ

災害対策基本法施行規

則（昭和 37 年総理府令

第 52号）の改正及び「福

祉避難所の確保・運営ガ

イドライン」等の改定を

受けて、福祉避難所の確

保、運営体制等について

必要な見直しを行いま

す。

福

福

75

136

226

75

136

226

-

-

ガイドラインの改定内容

を踏まえ、狛江市内の福

祉・医療関係団体関係者に

ご協力いただきながら狛

江市避難行動要支援者支

援及び福祉避難所設置・運

営に関するプラン（以下

「プラン」という。）の改定

について検討を行い、検討

状況を狛江市避難行動要

支援者避難支援連絡協議

会（以下「協議会」という。）

に報告した。

令和５年度のプラン改定に向け

て早期にプラン改定素案につい

て協議会で協議を行う。当該協

議結果を踏まえて、令和５年度

から上位計画である地域防災計

画の改定作業と連携を図りなが

ら、プラン改定に向けた検討を

引き続き行う。

基本

目標

施策 地域福祉計画：Plan

（主な事業内容（令和４年度） 担当課
頁

頁

指標

指標

指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）大 小
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重層実施計画：Plan

(事業内容(令和４年度))
担当課 頁 指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）

大 中 小

１ 普及啓発 Ｂ

(1) 重層的支援体制整備事業の広報を行います。

ア
狛江市重層的支援体制整備

事業の周知を図ります。
福 49 -

市公式ホームページや広

報こまえでの周知には至

らなかった。

各種体制整備を行い、広報体

制を整えます。

(2) 重層的支援体制整備事業の実施に向け研修を実施します。

ア
庁内外に向けマニュアルを

作成します。
福 49 -

庁内外向けのマニュアル

の作成には至らなかった。

庁内等の調整を行い、マニュア

ルの整備を行います。

イ
庁内外向けの研修を開催い

たします。
福 49 -

庁内向けの研修を開催し

た。

庁内外向けに研修を行い、重層

的支援体制整備事業の確実な

実施を目指します。

ウ
つなぐシートの周知を行い

ます。
福 49 -

研修の開催の通知とともに

庁内向けの研修を行った。

複合的な課題を持った人や世

帯を支援機関に繋ぎ、包括的に

支援をしていくために研修等

を通じてつなぐシートの周知

を行います。
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重層実施計画：Plan

(事業内容(令和４年度))
担当課 頁 指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）

大 中 小

２ 相談支援包括化推進体制の構築 Ｄ

(1) 相談支援包括化推進員等の配置を行います。

ア

相談支援包括化推進員等を

配置し、複合的な課題に対

して対応を行います。

相 49 －

相談支援包括化推進員の

配置の調整を行ったが、相

談支援推進員等の調整ま

では至らなかった。

相談支援推進員等に向けた研

修を行い、各役割について認

識いただいた上での役割を担

っていただくようにする。

３ 情報共有システムの構築 Ｂ

(1) 重層的支援体制情報共有システムを構築します。

ア

重層的支援体制情報共有シ

ステムを調査研究をし、登録

システムを構築し、円滑な情

報共有を行います。

福 49 －

重層的支援体制情報共有シ

ステムとしてつなぐシート

のフォーム版を作成した。

つなぐシートを用いた重層的

支援体制情報共有システムに

より、支援を必要としている方

への支援の迅速化・適正化を図

るとともに効率的なシステム

となるよう調査研究を行う。

イ

緊急案件情報共有システム

について調査研究を行いま

す。

福 49 －

緊急案件情報共有システム

の調査研究までには至らな

かった。

次期計画に向け緊急案件情報

共有システムの調査研究を行

う。
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重層実施計画：Plan

(事業内容(令和４年度))
担当課 頁 指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）

大 中 小

４ 包括的相談支援事業の実施 Ａ

(1)

地域包括支援センターにおいて

総合相談支援事業、権利擁護事

業、包括的・継続的マネジメント

事業を実施します。

高 49 －

地域包括支援センターにおい

て総合相談支援事業、権利擁護

事業、包括的・継続的マネジメ

ント事業を実施した。

支援が必要な方に対して、総

合相談支援事業、権利擁護事

業、包括的・継続的マネジメ

ント事業を提供する。

(2)

障がい者相談支援事業として基

幹相談支援センターによる相談

支援事業を実施します。

高 49 －

基幹相談支援センターの設置

に向けて調整を行ったが、生活

支援拠点の整備が延長になっ

たことから令和５年度からの

設置を見送った。

生活支援拠点の整備にあわせ

て基幹相談支援センターの整

備に向けて調整を行ってい

く。

(3)

利用者支援事業として、１．基本

型、２．特定型、３．母子保健型

により、妊婦及び子ども並びに保

護者に対して支援を実施します。

発

子

健

49 －

利用者支援事業として、１．

基本型、２．特定型、３．母

子保健型により、妊婦及び

子ども並びに保護者に対し

て支援を実施した。

支援が必要な方に対して、利

用者支援事業により支援を実

施ていく。

(4) 自立相談支援事業を実施します。 相 49 －

生活困窮者の相談に応じ、

生活困窮者が抱える課題の

把握やその状況及び本人の

意思を十分に確認すること

を通じて、それぞれの状態

にあった支援計画の作成等

を行った。

生活困窮者の状況や本人の意

思を確認したうえで実態にあ

った支援計画を作成し支援し

ていく。
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重層実施計画：Plan

(事業内容(令和４年度))
担当課 頁 指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）

大 中 小

５ 地域づくり事業の実施 Ａ

(1)

地域介護予防活動支援事業を実施

します。

高 50 －

各地域包括支援センターと

共に介護予防・フレイル予

防に関する教室を開催し、

自主的な介護予防・フレイ

ル予防活動を高齢者運動推

進員の育成及び支援を行う

とともに、昨年度に引き続

き、スマートフォンアプリ

を用いた「高齢者等生きが

いポイント事業」を実施し

た。

支援が必要な方に対して、総合

相談支援事業、権利擁護事業、

包括的・継続的マネジメント事

業を提供する。

(2)

生活支援体制整備事業

高 50 －

生活支援体制整備協議会を

設置し、生活支援コーディ

ネーターの活動をサポート

し、地域資源やその開発に

向けた意見交換等を行っ

た。

生活支援体制整備協議会にお

いて、生活支援コーディネータ

ーの活動をサポートし、地域資

源やその開発に向けた意見交

換等を行っていく。

(3)

地域活動支援センター事業

高 50 －

地域生活支援センターリヒ

トや NPO 法人えるぶに委託

し「通いの場」を作り地域づ

くりを行った。

地域生活支援センターリヒト

や NPO 法人えるぶに委託し「通

いの場」を作り地域づくりを行

っていく。
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重層実施計画：Plan

(事業内容(令和４年度))
担当課 頁 指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）

大 中 小

５ 地域づくり事業の実施

(4)

子ども家庭支援センター事業

発 50 -

子ども家庭支援センターを

通じて子ども及びその保護

者又は妊娠している者の個

別ニーズを把握、これに基

づく情報の集約・提供，相

談，利用の支援等の実施を

行った。

子ども家庭支援センターを通

じて子ども及びその保護者又

は妊娠している者の個別ニー

ズを把握、これに基づく情報の

集約・提供，相談，利用の支援

等を行っていく。

(5)

児童館事業

児 50 -

児童館事業により、市民同

士が交流ができる場を設け

た。

児童館事業により、市民同士が

交流を促す。

(6)

地域活動支援センター事業

高 50 -

地域生活支援センターリヒ

トや NPO 法人えるぶに委託

し「通いの場」を作り地域づ

くりを行った。

地域生活支援センターリヒト

や NPO 法人えるぶに委託し「通

いの場」を作り地域づくりを行

っていく。
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重層実施計画：Plan

(事業内容(令和４年度))
担当課 頁 指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）

大 中 小

５ 地域づくり事業の実施

(7)

福祉カレッジ事業

福 50 -

受講者 19 人、修了者 17 人

新たなカリキュラム：①外国籍の

方々への支援・やさしい日本語の

必要性、②ＬＧＢＴＱの方々への

理解・地域住民としてできるこ

と。

講師：市民活動で活躍されている

方や当事者の方に依頼

最終日には、受講生が福祉カレッ

ジを通じて課題と考える事項に

ついて、その解決のために地域で

取り組めると考える企画を発表、

発表された企画は、市民活動支援

センター内や、ホームページ上で

公表し、講座修了後もその企画を

実現するため、にコミュニティソ

ーシャルワーカー（以下「CSW」と

いう。）が伴走支援を実施

福祉カレッジの修了者は、既

存の地域活動者やシニア世代

の参加が多く、新たな地域活

動者を発掘することが難しか

った。

今後は現役世代の方や、多様

な関心を持った方も受講しや

すくするための工夫として、

オンラインや選択性プログラ

ムを一部取り入れ参加しやす

い環境や興味を持ってもらえ

るカリキュラムの幅を増やし

ていく。

-25-



重層実施計画：Plan

(事業内容(令和４年度))
担当課 頁 指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）

大 中 小

５ 地域づくり事業の実施

(8)

福祉のまちづくり委員会事業

福 50 -

【福祉のまちづくり委員会】

SC も参加し、地域課題の把

握やその解決に向けた仕

組みづくりに関わった。福

祉カレッジ修了生が委員

の中心となっており、日常

生活圏域内の関係者とと

も地域資源の把握、課題検

討に取り組んでいる。

【福祉のまちづくり協議委員会】

開催回数：２回、委員構成：

地域活動関係者、教育関係

者、福祉専門職、協議事項：

福祉のまちづくり委員会の

活動状況、取組の報告、地域

アセスメントの実施方法等

について協議

【福祉のまちづくり委員会】

・委員会において地域課題の解決を検討する

ための個々の委員の知識習得

・地域の関係者とのネットワークを更なる構

築

・委員以外の幅広い意見を収集する目的での

定期的な住民懇談会の実施

・CSW が各委員会を担当し、併せて委員会の

統括担当も配置し、偏りのない運用ができ

るよう努める。

【福祉のまちづくり協議委員会】

・地域アセスメントを今後実施し、福祉のま

ちづくり委員会への情報提供等を行ってい

く。

・福祉のまちづくり委員会で解決することが

難しい課題について協議を行っていく。

(9)

新たな出会いの場の整備に向けた

総合的支援制度
福 50 -

駒井町３丁目に空家を活

用した新たな多世代・多機

能型交流拠点ふらっとな

んぶを整備した。

市内外の多世代・多機能型交

流拠点と連携し、地域での出

会いの機会を増やす取組を行

う。
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重層実施計画：Plan

(事業内容(令和４年度))
担当課 頁 指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）

大 中 小

６ 多機関協働事業の実施 Ｄ

(1)

プランの作成等

相 50 -

多機関協働事業を行うた

めのプラン作成の方法に

ついて庁内調整を行った。

庁内調整に基づき多機関協働

事業を実施していく。

(2)

支援会議

福 50 -

支援会議として位置付け

る会議体の庁内での調整

を行うことができなった。

支援会議として位置づける会

議体の調整を行い、体制整備

を行う。

(3)

重層的支援会議

福 50 -

重層的支援会議として位

置付ける会議体の庁内で

の調整を行うことができ

なかった。

重層的支援会議として位置づ

ける会議体の調整を行い、体

制整備を行う。

７ アウトリーチ等事業の実施 Ａ

(1)

コミュニティーソーシャルワーカ

ーによる支援
相 50 -

相談会を市内各所を巡回

する形で行い、これまで接

点のなかった住民へのア

ウトリーチを実施した。

CSW は引き続きこれまで接点

のなかった住民へのアウトリ

ーチの実施に努める。

(2)

パーソナルサポート事業

福 50 -

パーソナル・サポート事業

の第５次地域福祉計画で

の事業化に向けて調査研

究を行った。

パーソナル・サポート事業の

実施に向け第５次地域福祉計

画での事業化に向け調整を行

う。
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重層実施計画：Plan

(事業内容(令和４年度))
担当課 頁 指標

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）

大 中 小

８ 参加支援事業の実施 Ａ

(1)

生活困窮者以外の就労準備支援事

業

相 50 -

生活困窮者になるおそれ

のある市民の生活習慣の

確立、社会参加能力の形成

や事業所での就労体験等

一般就労に従事する準備

としての基礎能力の形成

を行った。

生活困窮者になるおそれのあ

る市民の生活習慣の確立、社

会参加能力の形成や事業所で

の就労体験等一般就労に従事

する準備としての基礎能力の

形成を支援する。

(2)

新たな参加支援事業

福 50 -

新たな参加支援事業につ

いて調査・研究を行った。

新たな参加支援事業の実施に

向け第５次地域福祉計画での

事業化に向け調整を行う。
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第２章 委員会からの意見シート
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基本
目標 大

（１）
① 【拡充】複雑化・複合化した課

題に対応できる包括的な切れ目
のない相談支援体制の整備を進
めます。

 市民活動支援センターが取り組む福祉教育は、長期的な人
材育成としては意義があるが、包括的な相談体制の整備とは
関連が薄いため、包括的な相談体制の中で求められる役割を
明確にして人材育成を図る必要があると考える。

（２）
① 【拡充】福祉の担い手となる人

材を確保し、育成・養成するた
めの研修等を強化します。

 福祉の担い手となる人材の確保と育成は、多くの地域課題
に対応していくためには必要不可欠である。コロナ禍によ
り、これまではWEBによる学習が多かったと思うが、対面で学
んだ方が相乗効果やリアル感など色々な意味で身になるた
め、これからはさらに良い人材育成ができるのではないか。

2
（３）

① 【拡充】地域づくりを進めるた
めの人材育成と民間資源の確保
の支援について取り組みます。

 創業セミナーで14名が修了したとのことだが、実際に起業
し地域への貢献が始まるまでにある程度の期間が必要になる
と考える。引き続きフォローアップ支援についても取り組ん
でいただきたい。
 財源確保支援については、情報提供だけではなく、多くの
市民に効果が見込まれる取り組みや事業があった場合には、
予算化するなどの措置があってもよいのでないか。
 民間資源の開拓を進めるためには、従来の福祉関係者や市
民活動団体への働きかけだけではなく、新たな関係者を増や
す取り組みが重要である。
・新たな課題の発見と解決があって、新たな展開ができると
考える。

１地域福祉計画
施策

小
多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり

新しい包括的な相談支援・サービス提供システムの構築

新しい支援体制を支える環境整備

ともに生きる豊かな地域づくり
市民主体による地域生活課題の解決力強化の支援

委員会からの意見

1
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基本
目標 大

（２）
ウ つなぐシートの周知を行いま

す。
つなぐシートの運用を基に、地域包括化推進委員や関係者等
の幅広い市民が、重層的支援体制整備事業実施に携わること
ができる体制が構築され実践が積み重ねられることを期待す
る。

２重層的支援体制整備事業実施計画
施策

小
普及啓発

重層的支援体制整備事業の実施に向け研修を実施します。

委員会からの意見

1
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